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抄 録  商標法第4条第1項第7号における公序良俗違反の概念は、不公正な商標の登録を排除するための一般条

項として機能するが、近年の審判決では、これを従来よりも拡大して解釈するケースが増えてきている。本稿では、

近年の審判決をもとに、公序良俗概念の適用範囲およびその限界について検討する。 
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１．はじめに 

 商標法第４条第１項第７号は、公の秩序ま

たは善良な風俗（以下、「公序良俗」という）

を害するおそれのある商標は登録できない旨

規定しているが、ここでいう公序良俗がいか

なる意味合いを有するのかは、法文上明確に

はされていない。いかなる商標が公序良俗を

害するかは、その時代に応じた社会通念に従

って判断されるべきものであり、その内容は、

本来、具体的に定め得ない点に特徴がある。 

 一般に、公序良俗を害するおそれのある商

標には、商標自体がきょう激、卑わい、差別

的もしくは他人に不快な印象を与えるような

文字または図形からなる商標のみならず、商

標自体はそのようなものでなくても、これを

指定商品に商標として使用することが社会公

共の利益に反し、または社会の一般的道徳観

念に反するような場合も含むと考えられてい

る（「BOY SCOUT」東京高判昭27.10.10等

（１））。そして、古くから、商標の使用が他の

法律に抵触する場合（「特許理工学博士」東京

高判昭56.8.26（２））や国際信義に反するよう

な場合（「征露丸」大判大 15.6.28（３））には

公序良俗違反にあたると考えられてきた。 

 この点に関し近年の審判決では、公序良俗

の概念を従来よりも拡大解釈し、他人の商標、

著作物等を冒用する出願に対し公序良俗違反

とするケースが増えてきている。これにより、

企業にとっては、商標ブローカー対策が容易

になる反面、商標調査の際に商標の採択に悪

意がないことを確認する必要性が大きくなっ

てきている。 

 本稿では、近年の審判決例をもとに、商標

法における公序良俗概念の適用範囲の拡大お

よびその限界について検討する。なお、本稿

では、公序良俗概念の適用が問題となる事案

を、他人の商標の冒用、他人の著作物の冒用、
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他人の人名等の冒用の３つの類型に分けて検

討することにする。 

 

２．他人の商標の冒用 

２．１ 他人の商標の冒用は公序良俗違反にあ

たるか？ 

 商標法第３条、第４条には、商標の登録要

件が列挙されている。しかしながら、かかる

規定の中には、他人が採択した（または採択

しようとしている）商標を先回りして出願し

た場合にその登録を排除する積極的な規定が

置かれていない。 

 この点、平成８年の法改正により、商標法

第４条第１項第１９号が新設されたことによ

り、他人の周知・著名商標を不正の目的をも

って出願した場合には、商標法第４条第１項

第１９号により、登録が排除されることにな

った（４）。同号は、商標ブローカー等による剽

窃的出願を全般的に排除するものではないが、

この規定の新設により、状況は改善されたと

いえる。 

 しかしながら、この規定の新設により、商

標ブローカー等による剽窃的出願を完全に排

除できるようになったわけではない。例えば、

出願時には日本または外国で周知になってい

ない商標を先回りして無断で日本で出願した

場合などである。このような場合に、出願人

の悪意や出願動機といった主観的要素を参酌

し、登録を拒絶、無効にすることはできない

のであろうか。 

 この点に関し、近年の審判決では、他人の

採択した（または採択しようとしている）商

標を剽窃的に出願する行為は公正な取引秩序

を乱すものであり、かかる商標は公序良俗を

害するとの判断がなされている。 

 健全な法感情に照らして考えて、他人が採

択した商標を先回りして出願する行為は、条

理上許されるべきではない。また、公正な取

引秩序の維持を究極の法目的とする商標法の

精神から考えても、かかる行為は認められる

べきではない。そのため、商標の剽窃行為に

対し公序良俗違反の概念を適用する審判決の

考え方は、法の趣旨に添ったものであり、妥

当であるといえる。 

 また、イギリス、アメリカ、ドイツ等の諸

外国においては、古くから、悪意の出願は拒

絶されるべきとの解釈がなされており（５）、近

年の審判決の傾向は国際的にみても自然なも

のであるといえる。 

 

２．２ 審判決の流れ 

 他人の採択した商標の剽窃行為に関しては、

平成１１年の末に注目すべき判決が２件なさ

れている。まず、これらの判決について検討

する。 

 

「母衣旗」事件 

（東京高判平11.11.29 判時1710号141頁） 

この事件では、福島県の伝承的地名であ

る「母衣旗」が町おこしに使用されるこ

とを知って、これを剽窃的に出願した商

標の登録が公序良俗違反により無効にさ

れている。この事件の商標権者は、地域

の業者に対して商標権侵害の警告をおこ

ない、町おこしの妨害をしていたもので

ある。判決では、次のように述べられて

いる。 

「被告による本件商標の取得は、仮に、

その主張するとおり、本件商標を自ら使

用する意思をもってその出願に及んだも

のであるとしても、原告による、町の経

済の振興を図るという地方公共団体とし

ての政策目的に基づく公益的な施策に便

乗して、その遂行を阻害し、公共的利益

を損なう結果に至ることを知りながら、

指定商品が限定されるとはいえ、該施策
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の中心に位置付けられている『母衣旗』

名称による利益の独占を図る意図でした

ものといわざるを得ず、本件商標は、公

正な競業秩序を害するものであって、公

序良俗に反するものというべきである。」 

 

「ＤＥＣＥＲＡＭ」事件 

（東京高判平11.12.22 判時1710号147頁） 

この事件では、日本の貿易会社が、外国

の歯科用材料メーカーの日本進出を予測

し、剽窃的に出願した商標が公序良俗違

反により無効にされている。この事件は、

原告（商標権者）の代表者がドイツに訪

問した際にドイツの法人である被告を訪

ね、被告がドイツで「DECERAM」なる

「歯科用材料」を販売していることを知

った上で、自らが総代理店になるために

原告に無断で商標登録をおこなった事例

である。判決では、次のように述べられ

ている。 

「原告の代表者は、『DECERAM』の商

号を有する被告が『DECERAM』の欧文

字からなる被告商標を人工歯用材料等の

商品に付して当該商品をドイツのみなら

ず諸外国に輸出販売していたことを知り、

当該商品『DECERAM』について詳細な

説明を聞いて帰国した後、被告に対し当

該商品の日本への輸入許可手続のための

資料請求を行い、輸入業務の具体的準備

に着手する一方、被告に何ら告げること

なく『DECERAM』の欧文字を含む本件

商標の登録出願を行いその登録を得たも

のであり、本件商標は国際商道徳に反す

るものであって、公正な取引秩序を乱す

おそれがあるばかりでなく、国際信義に

反し公の秩序を害するものであることは

明らかである。」 

 

これらの判決のポイントは、出願人の主観

的悪性に着目し、商標の登録を無効にした点

である。商標「母衣旗」の商標権者は、その

代表者が原告の町の住民であり、町が商標「母

衣旗」を町の施策の中心に位置付けているこ

とを知りながら、それを妨害する目的で商標

の登録をしている。一方、商標「DECERAM」

の商標権者は、ドイツの人工歯科用材料メー

カーに商品の説明を聞いた後、日本において

無断で商標出願をしている。このように出願

人に悪意のある商標の登録を認めることは公

正な取引秩序を害し、公序良俗を害するとい

うのが両判決における考え方である。 

 また、両判決では、公序良俗違反の要件と

して商標の周知性を求めていないことは注目

に値する。商標法第４条第１項第１９号の場

合は、他人の商標が周知性を獲得しているこ

とが要求されるが（６）、両判決では、他人の商

標の周知性は要求されていない。この判決は、

商標法第４条第１項第１９号に該当しない悪

意の出願に対して、商標法第４条第１項第７

号を適用したところにその意義が認められる。

本判決の射程は、非常に広いものであり、そ

の意義は大きいといえよう。 

 

 また、これらの判決がなされる以前にも、

特許庁の審決においては、他人の商標を剽窃

的に出願した悪意の商標は公序良俗違反にあ

たると判断されていたようである。上記の判

決は、こうした審決の流れを追認したもので

あるといえよう。以下に、その審決の一部を

紹介する。 

 

「ＬＩＬＬＹＷＨＩＴＥＳ」事件 

（昭和58年審判第3232号） 

この事件では、世界的に有名なスポーツ用

品 専 門 店 の 名 称 で あ る 商 標

「LILLYWHITES」をわが国に無断で出願し
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た商標が公序良俗違反に該当するとの判断が

なされている。この審決は、現行の商標法第

４条１項第１９号の制定以前の審決であり、

現在では、かかる事例については、商標法第

４条１項第１９号が適用されるものと考えら

れる。 

 

「昭和大仏」事件 

（昭和60年審判第18883号） 

この事件では、青森県に建立された昭和大仏

の名称を剽窃的に出願した商標の登録が無効

にされている。この事件では、商標「昭和大

仏」の著名性については特に言及されていな

いが、商標権者が、請求人の宗教法人清龍寺

と接触し、関係を持っていたにもかかわらず、

無断で商標登録をおこなったことから、公序

良俗違反に該当するとの判断がなされている。

この事件は、前記の「母衣旗」事件と比較的

近似した事案であるといえよう。 

 

「ムーミン」事件 

（平成4年審判第22481号） 

この事件では、「ムーミン」の文字からなる商

標について、当該商標は他人の著名なキャラ

クターの名称を著作者に無断で出願したもの

であり、かかる行為は公正な取引秩序を乱す

ものであるとして出願が拒絶されている。こ

の審決では、「ムーミン」の著名性ゆえに公序

良俗違反が認定されたものであるといえる。 

 

「中峯ゴルフ倶楽部」事件 

（平成6年審判第13733号） 

この事件では、出願商標が他者が使用してい

る商標のデッドコピーであったことから、出

願人の悪意が推認され、出願が拒絶されてい

る。この事件では、出願商標が他社が実際に

使用している商標と書体および図形部分を含

め全く同一の商標であったため、このような

判断がなされたものと考えられる。 

 

「函館新聞」事件 

（平成9年審判第20756号等） 

この事件では、「函館新聞」ほか３件の商標

の登録の可否が争われている。審決では、

他の新聞社の参入を阻止するために多数の

題号を商標出願する行為は、第三者の営業

行為を不当に制限するものであり公正な取

引秩序に反し、公序良俗違反にあたると判

断されている。この事件は審決取消訴訟の

提訴後、最終的には、和解、出願取下の形

で決着している。 

 

 これらの審判決を総合的にみると、他人の

採択した商標を剽窃的に出願したこと（出願

人に悪意があること）が客観的に見て明らか

な場合には公序良俗違反として登録を排除す

るというのが現在の裁判所、特許庁における

考え方であることが分かる。 

 また、これらの審判決においては、公序良

俗違反にあたるか否かの判断は、商標の著名

性、識別力の強さ（ストロングマークか、ウ

ィークマークか）、商標の公益性、本来の権利

者の商標使用商品・役務と出願商標の指定商

品・指定役務の関係、出願人と本来の権利者

の関係（接触の有無等）、出願人の行動（ライ

センス契約の強制、妨害行為等）等から総合

的に判断されているようである。 

 前述の「母衣旗」事件、「DECERAM」事

件、「昭和大仏」事件、「函館新聞」事件では

出願人が本来の権利者と接点を持ち本来の権

利者が商標の使用を望んでいることを知りな

がら出願をおこなったこと、また「中峰ゴル

フ倶楽部」事件では出願商標が他者の使用す

る商標のデッドコピーであったっこと、

「LILLYWHITES」事件、「ムーミン」事件

では商標が著名であったことから、公序良俗
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違反が認定されているものと考えられる。 

 

２．３ 適用の限界 

 他人の採択した商標を剽窃的に出願した場

合に公序良俗違反となり得ることは前述した

通りだが、その適用範囲については問題が残

る。 

 わが国の商標法は法的安定性を重視する観

点から先願主義を採用するため、商標を先に

使用している者より、先に出願し登録してし

まえば、商標権を取得できるというのが法の

建前であり、原則である。確かに、先願主義

は、先願者に悪意がある場合においてまで徹

底されるべきものではなく、その限りで公序

良俗概念の適用により先願主義が修正される

ことになるが、かかる取り扱いはあくまで例

外的なものであることは忘れてはなるまい。

また、他人の商標の剽窃行為にあたるか否か

の判断は出願人の主観（悪意、出願動機）に

係る問題であり、通常は客観的に把握するの

が困難なものであるため、無制限に公序良俗

の概念を適用したのでは、法的バランス、法

的安定性を失するおそれがある。 

そのため、公序良俗概念の適用範囲はある

程度抑制的に考えるできであり、出願人の悪

性が客観的に見て明らかな場合以外にはその

対象とすべきでないと考えられる。過去の判

決においても、公序良俗違反が認められるた

めには、出願人に強い悪性があることが要求

されているようである。公序良俗違反と同じ

く商標ブローカー対策として機能する商標法

第４条第１項第１９号では商標の周知性が要

求されるのに対し、公序良俗違反の場合、商

標の周知性は要求されない。そのため、４条

１項１９号とのバランスの点からも、公序良

俗違反になるためには、１９号の「不正の目

的」（７）よりも強い悪性が要求されてしかるべ

きである。 

以下、公序良俗違反にあたらないと判断され

た事例を２件紹介する。 

 

「ユベントス」事件 

（東京高判平11.3.24 判時1683号138頁） 

この事件は、商標「JUVENTUS」、「ユベ

ントス」の更新登録の無効が争われた事件

である。「JUVENTUS」（イタリアのサッ

カーチームの名称）は、商標の更新登録時

においては、わが国においても著名であっ

たが、出願がなされた時点では、わが国に

おいて周知・著名であるとはいえなかった。

また、商標権者は、登録商標を婦人用ハン

ドバッグや婦人用衣料に使用していた。判

決は、次のように述べ、本件商標は公序良

俗違反にはあたらないとの判断を下してい

る。 

「その登録出願の際には、当該団体もその

略称も我が国において著名ではなく、それ

故、登録出願が前示のような不正な意図を

伴うものでなかった場合には、その登録出

願後に、当該団体及びその略称が我が国に

おいて著名になったとしても、そのこと故

をもって直ちに該商標に係る商標権を保有

することが公序良俗を害するものになると

は解し難く、したがって、商標の登録出願

時における係る不正な意図の有無を問うこ

となく、存続期間の更新登録の当時におい

て、該商標が我が国において著名な外国の

団体の略称からなり、あるいはこれと類似

するものであったことを理由として、当該

商標が商標法第４条第１項第７号に該当し、

当該存続期間の更新登録が無効であるもの

と解することは、誤りというべきである。

……原告は本件第一、第二商標の登録出願

後、本件第一商標については、存続期間の

更新登録の出願の頃までこれを婦人用ハン

ドバッグに、本件第二商標についてはこれ
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を婦人用衣料に、それぞれ使用してきたの

であって、かかる事実に照らせば、原告が

本件第一、第二商標を採択した理由が何で

あれ、ユベントス・チームの名声の僭用そ

の他同チームに関する不正な意図をもって、

その登録出願をしたものでないことが認め

られる。」 

 

「スーパーＤＣデオドラントクリーン」事件 

（東京高判平成10.11.26 平成 9年（行ケ）

第276号） 

この事件では、複数の会社が共同で採択し

た商標についてそのうちの一社が単独で商

標登録をおこなった場合に公序良俗違反に

なるのか否かが争われている。判決では、

次のように述べ、公序良俗違反にはあたら

ないとの判断がなされている。 

「本件商標の登録を受ける権利が原告の代

表者と被告代表者の共有に係るものであっ

たとしても、被告代表者が単独でした登録

出願の当否は、私的な権利の調整の問題で

あって、公的な秩序の維持を図る商標法第

４条第１項第７号の規定に関わる問題と解

することはできず、これは特許法、実用新

案法及び意匠法において、権利が共有に係

る場合と公序良俗を害する場合とを別個の

事項としていることからも明らかであるか

ら、本件商標は商標法第４条第１項第７号

の規定に該当する旨の原告の主張は採用で

きない。」 

 

 「ユベントス」事件における商標権者の代

表者は、サッカーの愛好者であり、出願当時、

度々イタリアに渡航して同国の事情に精通し

ていたことから、問題の登録商標は、もとも

とユベントス・チームの名称に由来したもの

であったと考えられる。また、商標権者は、

ユベントス・チームのオフィシャルグッズを

販売する会社を商標権侵害で訴えている。こ

れらの点から考えると、商標権者に全く悪意

がなかったとはいえないように思う。少なく

とも、ユベントス・チームの名称にフリーラ

イドする意思は感じられるのではなかろうか。

しかし、判決は、この程度の悪意があったと

しても公序良俗違反には該当しないとの判断

を下している。この事件は、公序良俗違反に

該当するか否かの境界線上の事例であるとい

えるだろう。 

 一方、「スーパーDC／デオドラントクリ

ーン」事件では、共同事業者に無断で商標出

願をおこなっても、公序良俗違反にはならな

いとの判断がなされている。特許法等におい

ては、共同発明者に無断で出願をした場合に

は出願拒絶又は登録無効になる旨の規定がお

かれているが（特許法第３８条等）、商標法に

は同様の規定は設けられていない。そのため、

この事件では、公序良俗違反という一般条項

により登録の無効が争われたわけであるが、

判決は原告の主張を認めていない。この事件

においても、商標権者に全く悪意がないとは

いいきれないように思うが、公序良俗違反と

するにはこの程度の悪意では足りないという

ことであろう。 

 

 かかる２件の判決および公序良俗違反が認

められている前記の審判決を総合的に見ると、

公序良俗違反と認められるためには、出願人

にある程度強い悪意（少なくとも、１９号の

「不正の目的」よりも強い悪意）が要求され

ていることが分かる。 

 なお、商標の登録が公序良俗違反にならな

い場合であっても、商標権者の権利行使が権

利濫用にあたると判断される可能性はある。

上記の「ユベントス」事件の審決取消訴訟と

同時期に、商標権者が、ユベントス・チーム

のオフィシャルグッズを販売するメーカーを
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商標権侵害で訴えた事件があるが、この事件

では、原告による商標権の行使は、正義公平

の理念に反し、国際的な商標秩序に反し、権

利の濫用に当たるとの判断がなされている

（東京地判平成 8年（ワ）5748号、平成 12

年3月23日）。一般的にいって、権利濫用と

認められるための要件の方が、商標登録を公

序良俗違反で無効にする要件よりも若干緩や

かであるといえよう。 

 

 また、公益性が強い表示（公益的団体、公

益的施設の名称等）をその表示主体に無断で

出願した場合については、出願人の悪意がそ

れほど強くない場合（使用商品・指定役務の

内容が無関係な場合など）であっても、国際

信義に反する等の理由で登録が排除される場

合があり得る。特許庁の過去の審決において

も、「F-B-I」（昭和 61年審判第 2177号）や

「ホワイトハウス」（昭和 60 年審判第 2315

号）といった商標について、かかる商標を登

録することは、該機関の権威を損ね、国際信

義に反するとして、公序良俗違反により出願

が拒絶されている。 

 なお、公益的な表示か否かの判断は、実際

には微妙な場合が多いため、その判断基準は

個別具体的に考えざるをえない。この点が問

題 と な っ た 事 件 と し て は 、 商 標

「SORBONNE／ソルボンヌ」が、フランス

国の大学であるソルボンヌ大学の権威を損ね、

ひいてはフランス国の権威、尊厳および名声

を著しく傷つけるとして、公序良俗違反によ

り更新登録の無効が争われた事件がある（昭

和61年審判第21367号）。この事件において、

特許庁は、「請求人（ソルボンヌ大学）の主張

するところは、『請求人の名誉、権威が害され

る』というものであって、もっぱら請求人に

係わる事情にとどまるものといわざるを得な

いから、これをもって、フランス国の権威、

尊厳或いは名声が傷つけられ、ひいては国際

信義に反する具体的な理由を構成するものと

はみとめられない」として請求を棄却してい

る。審決にて述べられている通り、大学の名

称はその国の尊厳に直結するものではなく、

公益性が強い名称であるとはいいきれないた

め、前記の審決の判断は妥当であると考える。 

 

３．著作物の冒用 

３．１ 他人の著作物の冒用は公序良俗違反に

あたるか？ 

 商標法には、他人の著作物からなる商標（特

にキャラクター商標）の登録を排除する積極

的規定が設けられていない。これは、出願さ

れた商標が他人の著作権と抵触するかどうか

の判断は特許庁の得意とするところではなく、

そのような判断をおこなうことは控えた方が

望ましいと判断されたためであろう。では、

他人の著作物を含む商標を著作権者に無断で

出願した場合にそのような商標を公序良俗違

反として登録を拒絶、無効にすることは可能

であろうか。 

 前述した他人の商標の冒用の場合と同じく、

他人の著作物を自己の商標として無断で出願、

登録する行為は条理上許されるべきではない。

また、他人の著作権と抵触する商標は、たと

え商標権者であっても、著作権者の許可なく

使用することはできないのであるから（商標

法第２９条）、かかる商標の登録を維持する必

要性は薄い。そのため、私見では、他人の著

作物を冒用していることが明らかな商標につ

いては、公序良俗違反として登録を拒絶、無

効にしてしかるべきであると考える。 

 この問題について判断した判決は存在しな

いが、特許庁の審決において、「POPEYE」、

「ポパイ」の文字と「ポパイ」のキャラクタ

ーの図形からなる商標の登録を公序良俗違反

として無効にした事例が存在する。 
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「ＰＯＰＥＹＥ／図形／ポパイ」事件 

（昭和58年審判第19123号） 

この事件では、世界的に有名なキャラクタ

ーであるポパイの図形および「POPEYE」、

「ポパイ」の文字からなる商標をその著作

権者に無断で登録していた商標が公序良俗

違反により無効と判断されている。審決で

は、次のように述べられている。 

「本件商標は、前記したとおり漫画の『ポ

パイ』又はキャラクターとしての『ポパイ』

そのものを直ちに認識させるものであり、

その構成内容からみて、請求人等が正当な

権利を有して著名となっていた漫画『ポパ

イ』と偶然に一致する標章を採択したもの

とみることができないばかりでなく、本件

商標の登録出願人が、本件商標に係る登録

出願をするにつき、請求人等（著作権者、

複製許諾者）により許諾を得た事実を認め

ることができない。したがって、本件商標

は、前記の漫画『ポパイ』に依拠し、これ

を模倣又は剽窃して、その登録出願をした

ものであると推認し得るものであるといわ

ざるを得ない。 

 そうとすれば、かかる経緯によって登録

を得た本件商標の登録を有効として維持す

ることは、前記『ポパイ漫画』の信用力、

顧客吸引力を無償で利用する結果を招来し、

客観的に、公正な商品又はサービスに関す

る取引秩序を維持するという前記法目的に

合致しないものといわなければならない。」 

「以上の次第であるから、本件商標は、公

の秩序または善良の風俗を害するおそれの

あるものであって、商標法第４条第１項第

７号に違反して登録を得たものとして、同

法第４６条第１項により、その登録を無効

にすべきものとする。」 

 

 この審決は出訴されずに確定したが、この

審決理由における考え方がその後の特許庁の

審査においても支配的になっているようであ

る。 

 なお、この審決より以前に、本件の商標権

者が、著作権者からライセンスを受けてキャ

ラクターの図形を使用していた者に対して、

商標権侵害の訴えを提起した事件があるが、

この事件では、商標権者による当該権利行使

は、公正な競業秩序を乱すものであり、権利

の濫用にあたるとの判断がなされている（「ポ

パイ」事件、最判昭和 60 年（オ）1803 号、

平2年7月20日 判例時報1356号132頁）。

商標法第２９条は、登録商標の使用が商標出

願前に生じた他人の著作権を侵害するときは、

商標権者は登録商標の使用であることを抗弁

として主張できない旨規定しているが、この

判決はこれを一歩進めて、商標権者が、著作

権者に対して権利行使することも認めないと

いうものである。 

 

３．２ 適用の限界 

 他人の著作物を冒用した出願が公序良俗違

反となり得ることは前述した通りだが、他人

の著作権と抵触する（または抵触する可能性

がある）との一事をもってその登録を無効に

することは妥当であろうか。 

著作権侵害にあたるか否かの判断は実務

上困難な場合が多い。著作権は、創作と同時

に発生する権利であり、登録を効力発生要件

とせず（無方式主義）、また、著作権は、他者

が独立に創作した著作物に対しては権利の効

力が及ばない相対的な権利だからである。そ

のため、著作権と抵触するか否かの微妙な判

断を特許庁の審査、審判手続きに委ねるのは、

あまりに酷であり、裁判所と特許庁の役割分

担の観点からみても妥当でない。著作権侵害

に該当するか否かの微妙な判断はあくまで訴
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訟の場で著作権侵害訴訟として争うべき問題

であるといえよう。 

 私見では、他人の著作物を冒用しているこ

と、他人の著作権を侵害していることがある

程度明らかな場合に限って、公序良俗違反と

するのが妥当であると考える。前記の「ポパ

イ」商標の無効審判審決においても、他人の

著作権と抵触する商標は公序良俗違反に該当

するとの理論構成はとっていない。該審決に

おいては、出願人の悪性、「ポパイ」のキャラ

クターの著名性ゆえに公序良俗違反が認定さ

れたと考えられる。 

なお、仮にそのように解し、著作権侵害の

成否が微妙なものについては、拒絶、無効理

由に該当しないこととしても、著作権者とし

ては、別個に著作権侵害の訴訟を起こす等し

て商標権者を３年間不使用に追い込み、不使

用取消審判を請求し、商標登録を取り消すこ

とが可能であるため、著作権者の保護が図れ

ないということにはならないであろう。 

 

４．他人の人名等の冒用 

４．１ 他人の人名等の冒用は公序良俗違反に

あたるか？ 

 商標法第４条第１項第８号は、他人の肖

像・氏名・名称など若しくはこれらの著名な

略称等を含む商標は登録できない旨規定する。

この規定は、一般的に「他人」の人格権を保

護するための規定と捉えられており、ここに

いう「他人」は、現存の者だけをいい、故人

は含まないと考えられている。そのため、故

人の名前や肖像を他人が無断で商標出願した

としても商標法第４条第１項第８号には該当

しないことになる。 

 では、著名な人物の人名、肖像をその人物

の死後、他者が無断で商標出願した場合、公

序良俗違反として登録を拒絶、無効にするこ

とは可能であろうか。 

 近年、著名な人物（特に芸能人等）の人名、

肖像については財産権としての価値を認める

考え方が一般的になってきており、かかる権

利は一般に「パブリシティ権」とよばれてい

る。パブリシティ権はもともと米国法におい

て発展してきた概念であるが、わが国におい

ても、パブリシティ権の侵害を認める判決が

多数存在する（８）。パブリシティ権がその人物

の死後も存続するかどうかについて判断をし

た判決は今のところ存在しないが、その死後

もその人名、肖像に何らかの財産的価値が残

存することは確かであろう。 

 そのため、著名な人物の死後にその人物の

人名や肖像を無断で商標出願する行為は、他

人の財産的価値の剽窃行為にあたり、公正な

取引秩序を害するものであると考えられる。 

 この問題に関し、特許庁は、１９８５年に

関係団体に通知した「外国人の周知・著名商

標、外国人の名称等の保護について」との文

書の中で「著名な死者の肖像若しくは氏名若

しくは死者の著名な雅号、芸名若しくは筆名

若しくはこれらの著名な略称は、死亡時の配

偶者が生存中であって、その配偶者の承認を

得ていない場合等は、商標法第４条第１項第

７号に該当するものとして拒絶する。」と述べ

ている。また、これを受けて、特許庁の審決

例においても「MARILYN MONROE」（平

成 1 年審判第 5642 号）、「ジョンレノン／

JOHN LENNON」（平成1年審判第 15805

号）、「MARK CHAGALL」（昭和62年審判

第 15651 号）、「JOAN MIRO／ホアン ミ

ロ」（昭和62年審判第15650号）等の著名な

故人の氏名を表した商標が商標法第４条第１

項第７号に該当するとして、拒絶、無効にさ

れている。また、外国人の氏名に限らず、日

本人の氏名についても、同様の判断が示され

ているものがある（「越路吹雪」平成 4 年審

判第18462号）。 
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４．２ 適用の限界 

著名な故人の人名、肖像等からなる商標は、

公序良俗違反として拒絶、無効にされ得るこ

とは前述した通りだが、その適用範囲には限

界がある。 

まず、著名でない人物の人名等については、

そもそも財産的価値が化体していないのであ

るから、それを商標として出願しても取引秩

序を害することにはならず、公序良俗違反に

はならない。また、その人名等を使用する正

当な権原を有する者（遺族等）の承諾があっ

た場合には、もはや対立する保護法益は存在

しないのであるから、公序良俗を害すること

にはならない。 

次に問題となるのは、その適用期間である。

著名な故人の人名等に財産的価値が残存する

としても、それは永久的に存続するものでは

なく、一定期間経過後は消滅する場合が多い

といえる。また、財産的価値が残存していた

としても、それを独占する権利をその遺族等

に永久的に与えることには疑問が残る。その

ため、人物の死後、一定期間が経過した後は

その人名、肖像は誰でも商標登録可能になる

のか、また可能になるとすればそれはどの程

度の期間の経過後なのかが問題となる。 

この問題について明確な判断がなされた

審判決は過去には存在しない。商標

「VINCENT VAN GOGH」の登録性が争わ

れた拒絶査定不服審判事件（平成7年審判第

24124号）では、画家ゴッホの死後すでに５

０年以上が経過しているため、これを公序良

俗違反とするのは妥当でない等の主張がなさ

れていたが、最終的に、出願の名義がゴッホ

の財産を承継する財団に変更になったため、

この問題に関する明確な判断はなされていな

い。 

 そのため、公序良俗違反の適用期間に関す

る明確な判断基準は、現時点では、残念なが

ら存在し得ない。実務上は、人物の著名性、

公益性（公人なのか、私人なのか）、出願人の

行動（ライセンス契約の強制、妨害行為、商

標使用の有無）等を総合的に参酌した上で、

誰に権利を帰属させるのが産業政策上妥当か

を個別具体的に検討することになろう。 

 

５．おわりに 

 本稿では、筆者が実務上感じている問題点

を述べさせていただいた。筆者としては、公

序良俗の概念をある程度広く解釈していく現

在の審判決の考え方に賛成である。ただし、

その適用範囲には自ずと限界があり、その限

界を画することが今後の実務上の課題となろ

う。筆者の調べた限り、「母衣旗」事件、

「DECERAM」事件後、公序良俗違反の適用

を認めた判決は見当たらないが、今後、これ

らの事件を契機として、様々な類型に関する

事例が蓄積されていくことを期待したい。 

 

注 釈 

（１） この事件では、「BOY SCOUT」の文字を要部と

する商標が、公序良俗違反にはあたらないとの判

断がなされている。判決では、公序良俗を害する

おそれのある商標（旧法２条１項４号）には、商

標自体がきょう激、卑わい、差別的若しくは他人

に不快な印象を与えるような文字または図形か

らなる商標のみならず、商標自体はそのようなも

のでなくても、これを指定商品に商標として使用

することが社会公共の利益に反し、または社会の

一般的道徳観念に反するような場合も含むと解

されるとした上で、本商標については、これを一

般的に営利を目的とする事業の商品に使用する

こと自体が、社会公共の利益に反するとは考えら

れないと判断されている。 

（２） この事件では、「特許理学博士」、「特許建築学博

士」、「特許医学博士」等１９件の商標について、
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当該商標がその指定商品である「印刷物」等に使

用された場合、学位制度における秩序を害し、ま

た、商品流通秩序の維持の目的にも反する結果を

招来するとして公序良俗違反により出願を拒絶

するとの判断がなされている。 

（３） この事件では、商標「征露丸」は、露国を征伐す

るとの意義を有し国際信義に反するため、公序良

俗を害するとの判断がなされている。 

（４） 商標法第４条第１項第１９号が適用された事例

としては、フランスにおいて有名な雑誌の名称で

ある「MARIEFRANCE」をフランスの権利者

に無断で出願した商標の登録が取り消された事

例等がある（平成9年90059号、平成9年90074

号）。 

（５） 渋谷達紀「悪意の出願」日本商標協会誌、第 39

号、１頁～７頁（平成１２年１２月２０日）では

「母衣旗」事件の判例評釈のほか、イギリス、ア

メリカ、ドイツにおける悪意の出願の取扱いが詳

述されている。 

（６） 「平成８年改正工業所有権法の解説」（社団法人

発明協会発行）の１４３頁では、商標法第４条第

１項第１９号の要件として周知性を求めた理由

について、「『周知性』を要件としてのは、使用

に基づく一定以上の業務上の信用を獲得してい

ないような商標であって未登録のものについて

は、『不正の目的』があるからという理由だけで

一律に保護することとするのは、商標の使用をす

る者の業務上の信用を維持することを目的とし

（商標法第１条）、かつ先登録主義を建前とする

我が国法制の下では適切ではないからである。」

との説明がなされている。 

（７） 前掲「平成８年改正工業所有権法の解説」（社団

法人発明協会発行）の１４３頁～１４４頁では、

商標法第４条第１項第１９号の要件となる「不正

の目的」の具体例として、商標を高額で買い取ら

せる目的、外国の権利者の国内参入阻止または代

理店契約の強制目的、著名商標の稀釈化・名声毀

損目的等が挙げられている。 

（８） わが国におけるパブリシティ権に関する裁判例

としては、「マークレスター」事件（東京地裁昭

和46年（ワ）9609号、昭和51年6月29日）

がはじめてものである。この事件では、わが国で

も有名な英国の子役俳優にパブリシティの価値

を認め、彼の肖像と氏名が商品の宣伝媒体として

無断に営利目的に使用されたことは、彼のパーソ

ナリティがもつ経済的利益に損失を与えるもの

として不法行為の成立が認められた。その後も、

「王貞治」事件（東京地裁昭和53年（ヨ）6683

号、昭和53年10月2日）、「おニャン子クラブ」

事件（東京高判平成 2年（ネ）4794号、平成 3

年 9月 26日）、等においてパブリシティ権の侵

害が認められている。また、最近では、競走馬の

名称にパブリシティ権が認められるか否かも争

われており、今後の判決の行方が注目される。 


